
  

34 

７ 輸送の安全にかかわる施設等に関する事項 

 

７．１ 踏切保安設備の整備状況 

 

(1) 踏切道数の推移 

 

○平成２３年度において、２．１(3)に記述したとおり踏切事故は運転事故の３８．２％を、また

踏切事故による死亡者は運転事故による死亡者の３７．９％をそれぞれ占めており、踏切

事故防止は鉄道の安全確保上、極めて重要なものとなっています。 

○踏切事故件数は、立体交差化や統廃合による踏切道数の減少や第１種踏切道への改良

等の踏切保安設備の整備等により、年々減少しています。 

○これまで踏切保安設備の整備が着実に進められてきた結果、現在では踏切道の８８％が

第１種踏切道となっています。また、踏切遮断機等の設備のない第３種踏切道及び第４

種踏切道は、年々減少していますが、平成２３年度末においてそれぞれ８４１箇所及び

３，１３８箇所残っており、２．３(2)に記述したとおり同年度に踏切事故がそれぞれ１１件（踏

切事故全３３１件の３．３％）及び４３件（同１３．０％）発生しています。 

 

図１８：踏切道数と踏切事故件数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 横軸、Ｈ１７以降は１年間隔であるが、Ｓ３５～Ｈ１７は５年間隔である。 
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表１０：踏切種別別の踏切道数の推移           （箇所） 

年 度 第 １ 種 第 ３ 種 第 ４ 種 合 計 

平成 19 年度 30,027 （87％) 992 (3％) 3,528 (10％) 34,547 

平成 20 年度  29,900 (87％) 947 (3％) 3,405 (10％) 34,252 

平成 21 年度  29,930 (88％) 907 (3％) 3,305 (10％) 34,142 

平成 22 年度  29,967 (88％) 861 (3％) 3,230 (9％) 34,058 

平成 23 年度  29,988 (88％) 841 (2％) 3,138 (9％) 33,967 

注１：（ ）内は構成比を示す。四捨五入しているため、その和が１００％となっていない年度がある。 
 
注２：兼掌踏切（複数の事業者の鉄道線路をまたぐ踏切道）は１箇所として計上している。 
 
注３：上記踏切道数は、各年度末のものである。 

 

第１種踏切道：自動踏切遮断機を設置するか又は踏切保安係を配置して、踏切道を通過するすべての

列車又は車両に対し、遮断機を閉じ道路を遮断するもの（終発の列車から始発の列車ま

での時間内に踏切道を通過する車両に対し、遮断しない場合があるものを含む。） 
 
第２種踏切道：踏切保安係を配置して、踏切道を通過する一定時間内における列車又は車両に対し、遮

断機を閉じ道路を遮断するもの（現在設置されているものはない。） 
 
第３種踏切道：警報機が設置されているが、遮断機が設置されていない踏切道 
 
第４種踏切道：遮断機も警報機も設置されていない踏切道 

 

(2) 踏切保安設備の整備等による安全対策の実績 

○踏切道の立体交差化や構造改良、また踏切遮断機や踏切警報機などの踏切保安設備

の整備等の安全対策が進められています。 

 

              表１１：立体交差化等を行った踏切道数の推移    （箇所） 

年 度 立体交差化 構 造 改 良 遮断機・警報機 

平成 19 年度 81 319 54 

平成 20 年度 58 327  75 

平成 21 年度 37 289 101 

平成 22 年度 29 325  79 

平成 23 年度 42 195 74 

「立 体 交 差 化 」：連続立体交差化又は単独立体交差化により除却された踏切道数 

「 構 造 改 良 」：踏切道における道路幅員の拡幅や、歩道の設置などの整備を行った踏切道数 

「遮断機・警報機」：第３種、第４種踏切道に踏切遮断機や踏切警報機を設置した踏切道数 
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(3) 事業者区分別の踏切道数等 

 

○事業者区分別の踏切道数及び踏切支障報知装置設置踏切道数は、表１２のとおりです。 

 

表１２：事業者区分別・踏切種別別の踏切道数（平成２４年３月末現在）  （箇所） 

事業者区分 第 １ 種 第 ３ 種 第 ４ 種 合 計 
踏 切 支 障
報 知 装 置

ＪＲ（在来線） 18,671 573 1,772 21,016 14,540 

民鉄等 10,920 247 1,327 12,494 6,990 

大手民鉄 5,692 51 14 5,757 5,094 

公営地下鉄等 1 0 0 1 1 

中小民鉄 5,227 196 1,313 6,736 1,895 

路面電車 397 21 39 457 122 

踏切支障報知装置：踏切道内で自動車の脱輪やエンスト等により踏切道が支障した場合、踏切支

障押しボタン等の手動操作又は踏切障害物検知装置による自動検知により、

踏切道に接近する列車に危険を報知するための装置 
 

※１  「大手民鉄」は、東京地下鉄（株）を除く１５社です。 

※２  「公営地下鉄等」は、東京地下鉄（株）を含みます。 

※３  「中小鉄道」は、準大手鉄道事業者を含みます。 

【参考】 踏切道の改良イメージ 

横断歩道橋等の整備

構造改良
(歩道拡幅等)

踏切保安設備

連続立体交差事業

（交通の転換）

（既存踏切道の除却）

新設立体交差事業

構造改良（歩道拡幅等）

横断歩道橋等の整備

単独立体交差事業

（既存踏切道の除却）

踏切保安設備



  

37 

７．２ 自動列車停止装置等の整備状況 

 

(1) 事業者区分別の自動列車停止装置等の整備状況  

 

○事業者区分別の自動列車停止装置（ＡＴＳ）等の整備状況は、表１２のとおりです。 

 

表１３：自動列車停止装置等の整備状況（平成２４年３月末現在） 

事業者区分 
営業キロ 

（km） 

設置キロ（km） 設置率 
（％） ATS ATC 

ＪＲ（在来線） 17,505.8 17,237.5 268.3 100％ 

ＪＲ（新幹線） 2,620.2 0.0 2,620.2 100％ 

民鉄等 7,131.3 5,929.2 1,202.1 100％ 

大手民鉄 2,671.6 2,506.8 164.8 100％ 

公営地下鉄等 749.6 18.3 731.3 100％ 

中小民鉄 3,710.1 3,404.1 306.0 100％ 

合  計 27,257.3 23,166.7 4,090.6 100％ 

※１ この表中の数値は、次の装置の整備状況を示したものです。 
 

   自動列車停止装置（ＡＴＳ）：信号に応じて、自動的に列車を減速又は停止させる装置 
 

   自動列車制御装置（ＡＴＣ）：列車と進路上の他の列車等との間隔及び線路の条件に応じ、連続し

て制御を行うことにより、自動的に当該列車を減速又は停止させる装置 
 

※２ 「大手民鉄」は、東京地下鉄（株）を除く１５社です。 
 

※３ 「公営地下鉄等」は、東京地下鉄（株）を含みます。 
 

※４ 「中小鉄道」は、準大手鉄道事業者を含みます。 
 

※５ 鋼索鉄道、路面電車、無軌条電車及び貨物鉄道を除いています。 
 

※６ 東京都上野公園モノレール、スカイレールサービス（モノレール）及び名古屋ガイドウェイバス（新交

通）を除いています。 
 

※７ 同時に２以上の列車が運行しないため列車同士の衝突が発生しない等、列車の安全な運転に支

障を及ぼすおそれがないため設置を義務づけていない線区を除いています。 
 

※８ 第２種鉄道事業者を除いています。 
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７．３ 技術基準改正に伴う施設等の整備状況 
 

○ＪＲ西日本福知山線列車脱線事故（平成１７年４月２５日）を受け設置した「技術基準検討

委員会」の「中間とりまとめ」（平成１７年１１月２９日）を踏まえ、「鉄道に関する技術上の基

準を定める省令」等の一部を改正し、平成１８年７月１日に施行しました。 

○この改正により、曲線部等への速度制限機能付き自動列車停止装置（ＡＴＳ）等、運転士

異常時列車停止装置、運転状況記録装置の設置を新たに義務づけるとともに、運転速

度が１００ｋｍ／ｈを超える線区の施設若しくはその線区を走行する車両、又は１時間の運

行本数が往復計１０本以上の線区の施設若しくはその線区を走行する車両については、

曲線部等への速度制限機能付きＡＴＳ等、運転士異常時列車停止装置、運転状況記録

装置を１０年以内に整備するよう義務づけています。 

○また、１０年以内に整備することを義務づけているもののうち、運転速度が１００ｋｍ／ｈを

超え、かつ１時間の運行本数が往復計１０本以上の線区の施設若しくはその線区を走行

する車両については、曲線部等への速度制限機能付きＡＴＳ等及び運転士異常時列車

停止装置を、運転速度が１００ｋｍ／ｈを超える車両については運転状況記録装置を、そ

れぞれ５年以内で整備を行うよう指導していましたが、全て整備が完了しています。 
 

表１４：技術基準改正に伴う施設等の整備状況の推移 

 
整 備 率（％） 

平成 21 年 3 月末 平成 22 年 3 月末 平成 23 年 3 月末 平成 24 月 3 月末

速度制限機能付き  

Ａ Ｔ Ｓ 等 

曲線部 86 89 93 97 

分岐部 45 53 61 70 

終端部 87 89 91 94 

運転士異常時列車停止装置 71 80 90 94 

運 転 状 況 記 録 装 置 53 64 75 85 

発報信号設備の自動給電設備 70 83 96 100 

※ 特に危険性の高い急曲線における速度制限機能付きＡＴＳ等の緊急整備については、平成１９年３

月末までに対象の２６４箇所全て完了しています。 
 
速 度 制 限 機 能 付 きＡＴＳ等：従来の自動列車停止装置に、曲線、分岐器、線路終端、その他重大

な事故が発生するおそれのある箇所への速度を制限するための速度

制限機能を付加した装置 
 
運転士異常時列車停止装置：運転士の異常時に列車を自動的に停止させる装置 
 
運 転 状 況 記 録 装 置：列車の速度やブレーキの動作状況等の運転状況を記録する装置 
 
発報信号設備の自動給電設備：列車衝突等の事故時においても発報信号設備（他の列車を停止させ

るための信号を発報する設備）の機能が維持されるよう自動的に別電

源から給電する等の対策がなされた設備 


